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1. 現代における教師教育の動向と課題
教師の資質能力の向上という問題は，いつの時代においても，学校教育の改善を志向する際
の最も重一要な課題のーっとして位置づけられてきた。今日の臨時教育審議会が先導する教育改
革論議のなかでも，その問題は中心的な課題とされ，精力的な取り組みがなされている乙とは
周知の通りである。
ところで，今日のわが国lとおける，教師の資質能力の向上のあり方に!認する一般的な認識と
して，次のことを指摘する乙とができょう。その一つは，教師は養成教育だけではなく，採用
後の現職段階における継続的なプロセスを通じて，その資質能力を向上させていく，とする捉
え方である。二つめには，教師自身の自主性・主体性化基づいた活動こそが，内実を伴った現
職教育活動となり得る，という認識である。そして三つめには，そのような現職教育活動の形
態・方式として，校内研修が非常に有効で、ある，とする認識である。
そして，そのような捉え方の動向は，わが国lζ限らず， f也の多くの~でも同じようにみられ
る。特に1970年代半ばにおいて，養成教育と現職教育を一貫したプロセスとする捉え万の必要
1) 
性と，教師の生涯教育としての現職教育の重要性・必要性は強く i唱えられた。 そしてそれら
の主張は，現職教育のあり方花関する論議の展開を導いてきた。さらに， 1 976i=j:のDECD-
CERI主催「変化と革新下iとある教員のための学校に焦点を当てた援助機構を樹立する方途花
関する会議Jでの討議では，現職教育のあり方の国際的に共通な要素として， I学校に焦点を
(2) 
当てた現職教育jへの志向が各留に見出されたという。
乙のように，今日，教師教育はわが国のみならず国際的にも，先lとのべたような動向を示し
ているといえる。つまり，現代において，教師教育は国i際的lζ次のような課題を抱えていると
いえよう。まず第ーに，養成教育と現職教育の体制や内容に継続性・一貫性をもたせることで
ある。そして次には，教師の研修意欲を喚起する条件を整える乙とである。さらに第三の点、は，
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各学校単位における校内研修活動の充実を支援する体制を整備する乙とである。
2. アメリカの τeacher Center 
アメリカにおける動向も，上の例外ではない。 1960年代において，伝統的な大学のコース履
習と学区教委主催のワークショップという現職手文育の形態が，ともにその問題状況を指摘され
ていた。それに伴って，現職教育の新たな方途が模索され， 1970年代において，Teacher Cen 
terが注目されるようになり，急速に発展してきたのである。
その急速な発展の背景には， 1960年代における，教師の資質能力向上を目指した活発な論議
の展開があった。そこで強調されたのは，教師教育は，大学と学i玄教委と教師との「協同(
collaboration) J leよって進められるべきである， とする考え方であった。そしてさらには，
そのような「協同」の機構は，と、、の単一の関係主体グルーフOleも従属しない，独立した存在とし
てあるべきだ，とされた。
そのような論議の後， Teacher Center発展の直接的で最も大きな契機となったのが， 1971 
年のBailey，Sの論文"Teachers' Centers A British First" であった。この論文が出さ
れて 6'~ 8ヶ月の!習に 全米で 75~ 100の Teacher Center が活動を始めたといわれている
(3) 
のである。
ところで，アメリカにおける刊 Teacher Center"は， 単なる場所や建物を意味する語では
ない。それは，大学・学区教委・教師が，相互に同等の立場で，教師教育lζ関する意思決定や
実際活動を行うための機構，あるいはその協同活動の全体を意味するものである。したがって，
その運営活動やそれによる教師教育提供活動は一定の場所や建物で行われるわけではない。 関
係各者の代表者によって構成される審議会 (council)における意見諮整，計画検討の結果に従
って，事務局スタッフが，その計画実施のための人的-物的諸資源を配備し，様々な時間le，
段々な場所で，棟々な内容の教師教育機会を設定するのである。そのような性格上， Iアメリ
カの teachingcenterを特徴づける事柄が何かあるとするならば，それは多機性 (diversity)
(4) _1-.1-_ である一!とも言われ， また，夫際のと乙ろ，その呼称自体， "teachers' center " "teaching 
center" "teacher education center" など，様々である(本穏では，乙れらを包括して"Teacher 
Center"と記す〉。
3. フ口リダヂ111の引Teacher E ducation Center"と本資料の紹介
フロ 1)ダナト!は，全米で初めて，州法 (Florida Statute包〉の規定lζ基づいて TeacheτCen-
terの設立を促した折、!として知られる o 1973年，州、法として "Teacher Education Center 
Act" (Florida Statutes 23l. 600-231. 610) が制定され，大学・学区教委・教師の「協
同jによる "Teacher Education Center" (以 F"TEC"と記す〉の設立が，各学区と大学
化対して奨励された。それに基づいて， 1974年度には10のセンターが設立され，その後1980年
?
?
?
? ??
?
までに，ナH内67学区全域にまたがる 47の"TEC"の設立をみた(現在は 46)。そして現在，
州内全域にわたる Teacher Centerのネットワーク‘システムを有する，全米唯一の州であると
される。
同ナ1'の州レベノレにおける "TEC"政策は「全ナI'ITEC審議会 (theState Council for 
Teacher Education Centers )J (1973~1980)と「教育基準委員会 (Education Standards 
Commission) J (1980~) とによって推進されてきた。それらはともに，大学・学区教委-
教師の代表者によって構成され，そのうち半数を教師が占める乙ととされている。また，個々の
"TEC"の運営は，乙れもやはり上の各代表が構成し，教師が半数以上を占める[センタ一審
議会 (Center Counci 1 ) J 1<:::よって進められる。
さて，本稿で取り上げる資料は，そのようなフロリダナ1'1ζおける "TEC"の活動の実態を把
握し，その有効性がどの程度発揮されているかを評価するために， 1982年比教育基準委員会の
イニシアティブで州全域にわたって実砲された調査の報告書である。アメリ力におりる Teachcr
Centerという方式が，教師教育にとっていかなる有効性を発揮し得るか，またいかなるl溜難性
を有しているか。このような考察課題の解明に際して，本報告書はその糸口の一つになり得る
ものであろう。以下，報告書の概要を示した後， 1で掲げた教師教育の課題lζ照らしながら，
若干のコメントを加えてみたい。
立 報告書の概要
本報告書は，次のように構成されている。
( 1) 序(lntroduction ) 
(2) 方法 (Methodology)
(3) 管理 (Governance) 
(4) 協同 (Collaboration) 
(5) ニーズ・アセスヌント (NeedsAssessment) 
(6) プログラム提供 (Program Offerings) 
(7) 免許証明/免許更新 (Certif ication / Recert if ication ) 
(8) 財源の配分と利用 (Funding Allocation and Utilization) 
(9) 影響(Impact ) 
位。 代替方式 (AlternativeModels ) 
臼]) 要約/結論(Summary / Conclusion ) 
日2 付録 (Appendices)
すなわち， (3)~位。の 8 つの視点から. "TEC"の実態を評価している。そして，評価は次の 4つ
の方法でなされた。
① 文献レビューと全国調査 (Literature Review and National Survey) 
守 135-
1977年以降のTeacherCenter IC.関する 190以上の文献のレビューと，全米各州の現職教
青実践に関する調査。
② 現存資料のレビューと統合 (Reviewand Synthesis of Existing Data Sources) 
現職教育または刊TEC"に関する 8件の重要資料--"Florida Statutes"，" State 
Board of Education Rules"， "Handbook for Staff Development and TEC 
Directors in the State of Florida"， "Training for Inservice Educational 
Personnel Progress Report"， "Oversight Report on Teacher Education Centers 
and Accompanyi ng Technical Append ix"， "D 0 E Master Inservice Plans" ， 
'Annual Reports and Forms 384 & 385 Summaries"， "Onsite visit reports 
from Master Plan reviews"ーのレビューである。
③ ナ1'全域調査 (Statewide Surveys) 
次lζ挙げる "TEC"関係者lζ対する質問紙調査である。
o "TEC"ディレクタ一一各"TEC"から l名づ、つで:計45名(当時の "TEC"総数は
45)。
0 センタ一審議会メンバ一一各審議会から 3名(2名は教師， 1名は校長又は指導主事〉
つつ。
。大学の "TEC"交渉員 (Contact Persons)一計9名。
o大学教員一過去2年間lζ"TEC"活動に参加した各州立大学の教員メンバーの25%を
無作為抽出。
④ 6の "TE C"の詳細なレビュー一-f)つの"TEC'"について活動の観察，記録のレピュ
一，そして，教部，校長又は指導主事，教師以外の学
校職員への質問紙とインタビュー調査。
以上のような方法で様々な角度から収集されたデータに基づいて，先の 8領域iζ関する実態解
明，問題点指摘，勧告，がそれぞれ記されている。では次に，それらの内容の一部について触れる
乙とにしよう。
「管理 (Governance)J Iと関しては，問題のーっとして， r協同」運営が実質化し得ていな
い乙とが指摘されている。各センタ一審議会では教師代表が半数以上を占めているが，指導主事
などの学区教委代表者の古代、は，なかなか率直な意見表明をする乙とができない，という意識を抱
く教師が多い乙とが見出された。 ζれに関連して，勧告部分では，審議会における意見表明や意
思決定化際して，関係各者の平等関係の確保と f協同」体制の確立の必要性が示されている。
「協同 (Collaboration)J IC.関しては，問題点として，大学による関与の不足があげられてい
る。その原因Kは，審議会における学区教委の統制力の強さや，大学教員が刊TEC"活動iζ関与
する動機づけの不足等が考えられている。そして，勧告のなかで，大学の役割の強化が掲げられ
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ている。
「ニーズ・アセスメント (Needs Assessment) J については，現状K対しでかなり高い評備
がなされている。大部分の "TEC"では毎年，教師の研修ニーズの確認がなされており，幅広く
多様なニーズの収集がなされている。ただし，教師の個人的なニーズのみを重視して，それが学
区全体の見地にたったプログラム開発と結合しない場合のあることが指摘され，その両者のバラ
ンスを維持することが勧告されている。
「プログラム提供 (Program Off erings ) J IC関しては， "TEC"によってJ是供される大部
分のプログラムが 1日以内の短期のものであるのに対し，長期間の継続的なプログラムの安前へ
の対応が不十分であることが指摘されている。また，教師自身をプログラムのトレーナーとして
活用する乙とが求められているが，現実にはあまりなされていないという問題も出されている。
そして，勧告として，より充実した長期のプログラムの実施と， トレーナーとしての現職教師の
活用とがあげられている。
「免許証明/免許更新(Certif icat ion / Recertification) Jでは，多くの学i玄で，免許更新の
要件として "TEC"の実抱するプログラムを用いる教師が増えていることを指摘している。当初，
"TEC"は，免許更新に関わらないものとして設定されていたが，その後，免許更新要件と認め
られたプログラムを一部実施する乙とができるようになった。そして，大学のコース!翠霞が関難
な教師lζ対して， "TEC"は，時間や場所の配慮によって，免許更新の機会を拡大するはたらき
をしている。ただし，更新要件の基準の明確化とその認定手続についての慎重な判断の必要性が
勧告されている。
「員オ源の配分と利用 (Funding Allocation and Utilization)Jではヲ財源の不足問題が指
摘されている。 "TEC"の財源は，学区教委からのものと大学からのものの 2本立てである。大
学による財源は，大学教員が"TEC"活動に参加する際の経費や報酬に充てられるが，乙れが大
学教員にとって，参加を動機づけるだけの十分なものになっていないという実態がみられる。そ
して，勧告として，学[z教委託よる "TEC"財源枠の拡大と，大学教員への報酬の充実が提示さ
れている。
「影響(Impact )Jでは， "TEC"による現職教育プログラムが，結果としてその参加者，ひ
いては生徒に対してどれだけの影響を与えたかを考察している。そして，質問紙調査の結果をも
とに，教師は自分自身の向上にとっての "TEC"プログラムへの参加の効果に対して，肯定的な
評価を下している，としている。しかし，生徒への影響となると，肯定的な意見を示した教師は
5害IHc留まり，はっきりとした評価は下せない，とされている。
乙れとは別IC，養成教育への影響にも触れている。すなわち， "TEC"は，大学における養成
教育に変化をもたらしているというのである。大学教員は， "TEC"活動の一環として，定期的
lζ"TEC"関係者との会合をもっ。そして，そこでの情報交換をもとに大学の養成教育の内容が
見直される場合もあるという。ただし， "TEC"自体の教師教育活動としての養成教育活動はあ
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まり活発になされていないという実態弘一方では指摘されている。
「代詩方式(AJtrnative Models) Jでは，文献レビューと全国調査の結果をもとにして，フ
ロ1)ダ州の "TEC"と他の州における現職教育の方式との比較を試みている。そして， "TEC" 
のための専用の施設 建物があれば，関係者間相互のコミュニケーションが-{I吾容易になる乙と
が指摘され，そのような施設をすべての "TEC"が備えるべき ζ とが勧告されている。
最後に， I要約/結論 (Summary/ Conclusions) Jでは，それまでの内容をまとめた後，全
体として， "TEC"はフロリダナ1'の教育職員lζ現職教育の機会を提供する手段として機能してい
るとのべ，さらに継続して活動してし 1く価値のある乙と，そしてさらにその活動を洗練させるべ
き乙と，と結論づけている。
国 コメント
本報告書の概要は以上の通りであるが，次IC，その内容の一部をもとに， 1で挙げた教師教育
の課題lζ照らしながら "TEC"Iとついての若干のコメントを記しておきたい。
1. 養成教育と現職教育との継続性について
先の"Collaboration" に関する内容の中でも触れられていたが， "TEC"の活動において
(5) 
大学の役割が十分に果たされていない ζとは本報告書以外にあしばしば指摘されてきた。 そ
して，その乙とは，養成教育と現職教育との継続性・統合性を促進するという "TEC"の志向
の実現を妨げてしまっている。本報告書においても， 1" TEC"ディレクターは，養成教育花
関する "TEC"と大学との間の「協同」は，未だ意義あるかたちとして存在していないという
考えを示しているJ ( P.46 )と記され，特IC"TEC"が養成教育K対して十分に関与し得てい
ない乙とが指摘されている。引TEC Act"は刊TEC"に「臨床的な養成教育 (clinical pre-
service ) Jをflj]l支する役割を課していた。(6)そして，それによって養成段階の学生IC，実際の
教授現場での活動体験の機会を提供し，また，審議会その他の会合において現場教師と大学教
員とが情報交換する乙とによって，養成教育と現場教育との継続性・統合性を強化しようとし
ていた。しかし， "TEC"がそのような機能を真に発揮するには，大学による積極的な関与が
必要とされよう。学区教委による統制力の問題や，大学教員への直接的な動機づ、けの問題が改
めて見直さなければなるまい。
2. 教師による研修参加意欲の喚起について
「免許証明/免許更新.JiC関する内容のなかで述べたように， "TEC"は免許更新要件とし
て認定されたプログラムを一部提供している。そして，教師は，大学のコースを履習する乙と
によって免許更新するよりも， "TEC"プログラムへの参加によって免許更新することの方を
好む傾向がある，と指摘されている。その乙とに関連して，教師は， "TEC"プログラムの利
点と大学のコース履習の難点について，図1.図2のような意識を抱いている。
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。 50 ?????? 150 200 250 300 (実数)
2. 低いコスト
3. 学校ニーズとの関連性一一-
4. コースの多様性
5. 時間の節約
6. 技能の向上
7. 無回答
280 
106 
図l. Teacher Education Centerのプログラム参加を通して免許を更新する利点
(p 2051と基づく)
。 50 100 150 200 250 (実数〉
212 l. 高いコスト
2. 時間と場所の都合
3. コースの時間が長い
4. 現実ニーズlζ合っていない一一一一-
5. 関連性ある適切な材料の不足一一一
6 講師との接触がない
7. 1!1~回答
図 2. 大学コース履修を通して免許を更新する!擦の難点
(P. 205 Iζ基づく)
つまり， "TEC"プログラムの提供ーには，時間や場所，あるいはプログラム自体の選択幅にか
なりの多様性があり，それによって，教師にとっての「参加し易さjをもたらしているのであ
る。
また，そのような単なる物理的な「参加し易さjの他1<:， "TEC"の性格自体l乙，教rJilの研
修参加意欲を喚起する要因があることも考えられるo "TEC"は，教師lζ現職教育の機会を一
方的lと提供するものではなし可。その運営・活動のプロセス自体のなかに，教師自身の意思表明
のシステムを内在させており，そ乙での意思決定プロセスへの教師による関与を不可決の手続
きとしている。つまり，従来，現職教育の被提供者の担IJのみに立たされていた教師を，向i時l乙
提供者の保IH乙も立たせる，という構造が形作られているのである。したがって， "TEC"自体
が有しているそのような特質が，現職教育児対する教師の自主性-主体性の喚起を促し，教師
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による自主的な現職教育参加の意欲を助長しているとも考えられるのである。
3. 学校内における研修活動の促進について
概要の中でも述べたように， "TEC"は，教師の個人的なニーズlとよく対応して，教師自身
から肯定的な評価を得るプログラムを提供している。ただし，そのプログラムの多くは， 1日
以内の短期間のワークショップ形式のものである。したがって，そこでの教師の活動は偲人的
な活動で、あり，今日提唱されている学校における研修活動の促進ということは十分なされてい
ない。図 3は， "TEC"のプログラム提供に携わった大学教員が，その時間のどれくらいの割
合を実際に教室の中で教授活動が行われる場面で過乙したかを示している。
「センターのプログラムに関与する時間のうち，教室で費やす時間はどのくらいですか」
2% 
o 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100仮分
o or無回答
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26 ~ 50 % 
51 ~ 755ぢ
76労以上
図 3. 大学教員が TeacherEducation Centerプログラムのうち教室で過ごす時間の割合
(P.234， Tab. F 9 iC基づく〉
この図からもわかる通り，全くそのような時間を持たないか，あるいはそれが4分の l以下であ
る者は全体の80%を占めている。これに対して，教師自身は，大学教員を学校現場lζ招いての
研修活動の実施を望んでいることが示されている。
"TEC"自体，その設立の過程では， I現場lζ基礎を置いた教師教育(field-based teacher 
education) Jの助長をねらいとしていた。そして，学校改善(school improvement)の鍵
として，個々の学校の所属i践員の総合的な教育力の向上が盛んに唱えられる今日にあって，"TE
C "は，学校単位の研修活動を支援，促進する役割jの発揮を期待されるという乙とができょう。
最後lζ，本報告書のもつ意義と課題について触れておきたい。本報告書は，州全域にわたって
幅広い角度からのデータ収集を行い， "TEC"の活動を詳細に分析しているという点で，"TEC"
の現状を把握する乙とにおける大きな意義をもっといえよう。ただし，データの多くが，関係者
の意識の側面に依拠しており，活動の態様をより細かく明らかにするという課題が残されている
と思われる。特IC，プログラムが実際に教師や生徒に対してしゅ〉なる効果をもたらしているかに
関して，より具体的な検討をしていく乙とは，教師教育の方式としての "TEC"の有効性を占う
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うえで，不可欠の課題であるといえよう。
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( 1 ) 例えば， 1974年の「教師政策会議J (OECD) 
1975年のUNESCO第35回国際教育会議
(2) 牧昌見， r教員研修をめぐる国際的動向 OECD-CERIの r現職教育プロジェク h の
示唆するものJ，日本教育行政学会編， r日本教育行政学会年報回教員研諺の諸問題dl ， 
教育開発研究所， 1981， P.25. 
(3) Pilcher， P.S. ，マ Teacher Centers: Can They Work Here?' "Phi Delta Kappan" 
]anuary 1973， F:341 
(4) Schmieder， S.S. and Yarger， S. 1.，を Teacher/ Teaching Centering in .America，' 
明 ]ournal of Teacher Education，" 25 (1)， 1974， F:6 
(5) 例えば， Krueger， C.， "University and Teacher Education Centers in Florida，" 
University of Florida / .Alachua County Schools Teacher Corps Proj ect， 1978 
(6) Florida Statutes 231. 602 (10) r "clinical preservice"とは，大学のキャンパスの中
(campus setting)でよりも，現場に基礎を置いた場面 (field-based setting) での方
がより適切になされ得るような教師教育の側面を意味するん
-141-
